
９．ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業

（新 規）

27年度要求額 ３００百万円

１．要求の要旨

教員等のＩＣＴ活用指導力の向上を図るため、教員養成課程を有する大学と連携し

て研修プログラムの策定に取り組む自治体や、ＩＣＴを活用した学びの実践体制の構

築を図るためのカリキュラム策定に取り組む自治体への支援を行う。また、ＩＣＴ環

境の整備・充実を図る取組を支援するため、「ＩＣＴ活用教育アドバイザー」の自治

体への派遣を行う。

２．要求の内容

（１）ＩＣＴを活用した学びの推進プロジェクト

ア．指導力パワーアップコース （１０地域）

教員等のＩＣＴ活用指導力の向上を目指す自治体（都道府県・指定都市教育委員

会）を指定する。

地域内に複数の実証校を設置し、教員養成課程を持つ大学と連携を図り、教員等の

ＩＣＴ活用指導力向上のための研修等のプログラムを策定・実践する地域を支援する。

イ．ＩＣＴ活用実践コース （３０地域）

ＩＣＴ環境の整備を進め、ＩＣＴを活用した特徴的な教育（例：英語・理数教育等）

に挑戦する自治体を指定する。

地域内に複数の実証校を設置し、ＩＣＴを活用した授業の実践体制を構築するため

のカリキュラムを策定・実践する地域を支援する。

（２）ＩＣＴ活用教育アドバイザー派遣事業 （３０地域）

文部科学省にＩＣＴ活用教育アドバイザリーボードを設置して、ＩＣＴ環境の整備

を図ろうとする自治体のニーズに応じてアドバイザーを派遣し、ＩＣＴを活用した教

育の推進計画やＩＣＴ機器整備計画（機器購入の調達手法を含む）の作成に当たって

の留意事項等の助言を行う。

（３）調査研究事業

ＩＣＴを活用した教育を推進する上での望ましい環境構成、ＩＣＴ活用指導力自己

評価の継続的な実施のための調査研究を行う。
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「
確
か
な
学
力
」
の
効
果
的
な
育
成
を
促
進

環
境
整
備
の
促
進

平
成
２
７
年
度
要
求
額
３
０
０
百
万
円
（
新
規
）

１
．
教
員
等
の
ＩＣ
Ｔ
活
用
指
導
力
の
向
上
を
図
る
た
め
、
教
員
養
成
課
程
を
有
す
る
大
学
と
連
携
し
て
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
に
取
り
組
む

自
治
体
や
、
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
学
び
の
実
践
体
制
構
築
を
図
る
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
策
定
に
取
り
組
む
自
治
体
の
支
援
を
行
う
。

２
．
ＩＣ
Ｔ
環
境
の
整
備
・充
実
を
図
る
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、
「Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」の
自
治
体
へ
の
派
遣
を
行
う
。

大
学

自
治
体

連
携

指
導
力
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
コ
ー
ス
【
1
0
地
域
】

教
員
等
の
ＩＣ
Ｔ
活
用
指
導
力
の
向
上
を
目
指

す
自
治
体
（都
道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委

員
会
）を
指
定
。

【
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
・
実
践
】

地
域
内
に
複
数
の
実
証
校
を
設
置
し
、
教
員

養
成
課
程
を
有
す
る
大
学
と
連
携
を
図
り
な

が
ら
、
教
員
等
の
ＩＣ
Ｔ
活
用
指
導
力
向
上
の

た
め
の
研
修
等
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
策
定
・実
践

す
る
地
域
を
支
援
。

１
．
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
学
び
の
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

ＩＣ
Ｔ
活
用
実
践
コ
ー
ス
【
3
0
地
域
】

ＩＣ
Ｔ
環
境
の
整
備
を
進
め
、
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
特

徴
的
な
教
育
（例
：英
語
・理
数
教
育
等
）に
挑

戦
す
る
自
治
体
を
指
定
。

【
発
達
段
階
に
応
じ
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
策
定
・
実
践
】

地
域
内
に
複
数
の
実
証
校
を
設
置
し
、
ＩＣ
Ｔ
を
活

用
し
た
授
業
の
実
践
体
制
を
構
築
す
る
た
め
の
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
を
策
定
・実
践
す
る
地
域
を
支
援
。

事
業

概
要

IC
T

２
．
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ド
バ

イ
ザ
ー
派
遣
事
業
【
３
０
地
域
】

★
国
に
「
ＩＣ
Ｔ
活
用
教
育

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
」
を
設
置

ＩＣ
Ｔ
環
境
の
整
備
を
図
ろ
う
と
す
る
自

治
体
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を

派
遣
。

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
の
推
進
計
画
や

ＩＣ
Ｔ
機
器
整
備
計
画
（
機
器
購
入
の
調

達
手
法
含
む
）の
策
定
に
当
た
っ
て
の

留
意
事
項
等
の
助
言
を
実
施
。

事
例
を
集
約
し
、

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成

現
状

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
の
取
り
組
み
に
地
域
間
で
差
異
が
生
じ
て
お
り
、
自
治
体
の
状
況
に
応
じ
た
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
構
築
が
必
要

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
推
進
自
治
体
応
援
事
業

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
活
用
や
映
像
資
料
の
配
布
等
を
通
じ
て
全
国
で
共
有

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
指
導
力
の
向
上

発
達
段
階
に
応
じ
た
授
業
実
践
体
制
の
整
備
促
進
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１０．人口減少社会におけるＩＣＴの活用
による教育の質の維持向上に係る
実証事業

（ 新 規 ）

27年度要求額 ２０１百万円

１．要求の要旨

過疎化・少子高齢化が進む人口過少地域において、ＩＣＴの活用により、遠隔地間に

おける児童生徒の協働学習の充実や、社会教育施設等による遠隔講座の実施など、学校

教育及び社会教育における教育の質の維持向上を図るための実証研究等を実施する。

２．要求の内容

（１）学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究

離島や過疎地等においては、今後、少子化に伴い、学校の統廃合も困難な小規模学校

の更なる増加が想定されることから、社会性の育成をはじめ、児童生徒同士の学び合い

や学校内外の様々な人々との協働学習、多様な体験を通じた課題探究型の学習などが困

難となるなど、教育の質の確保が大きな課題となる。

そのため、今後予想されるこうした環境において、学校教育の質の維持向上を図るた

めの方策を検討することが必要であり、遠隔地間の学校同士をＩＣＴで結び、年間を通

じて合同学習や合同活動などを実施することにより、指導方法の開発や有効性の検証な

どを行い、人口減少社会における学校教育の手法に関する検討を行う。

（２）人口過少地域におけるＩＣＴを活用した社会教育実証研究

少子高齢化に伴う全国的な過疎化が進行する中、社会教育を通した地域課題に取り組

む上で中心的な役割を果たす若手の担い手や指導者等の人材不足が見込まれており、地

域コミュニティの維持向上が大きな課題となる。

そのため、ＩＣＴを活用して遠隔地間の社会教育施設等を結びながら学習機会の提供

や指導者の養成などを行い、

① ＩＣＴを活用した遠隔講座などを行うための手法の開発と手法の有効性の検証

② 人口過少地域における社会教育の効果を最大化させるためのＩＣＴ活用の在り方の検討

について実証研究を行うことにより、社会教育による人口過少地域のコミュニティの維

持向上方策や、人口過少地域における社会教育構築体制の在り方について検討する。
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過
疎
化
や
少
子
高
齢
化
が
進
む
人
口
過
少
地
域
に
お
い
て
、
IC
T
の
活
用
に
よ
り
、
遠
隔
地
間
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
学
び
の
充
実
や
、
社
会
教
育
施
設
等
と
連
携
し
た
遠
隔
講
座
の

実
施
な
ど
、
学
校
教
育
及
び
社
会
教
育
に
お
け
る
教
育
の
質
の
維
持
向
上
を
図
る
た
め
の
実
証
研
究
を
実
施
す
る
。
（
３
年
間
）

人
口
過
少
社
会
に
お
け
る
学
校
教
育
及
び
社
会
教
育
の
質
の
維
持
向
上

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
存
続
及
び
活
性
化

人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
ＩＣ
Ｔ
の
活
用
に
よ
る
教
育
の
質
の
維
持
向
上
に
係
る
実
証
事
業

我
が
国
の
人
口
減
少
が
加
速
化
す
る
こ
と
が
確
実
視
さ
れ
て
い
る
中
、
将
来
的
に
全
国
各
地
に
お
い
て
現
行
の
学
校
規
模
を
維
持
す
る
こ
と
が
困
難
な
人
口
過
少
地
域
が
増
加
す
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
併
せ
て
、
社
会
教
育
に
お
い
て
も
同
様
に
地
域
人
材
が
不
足
し
て
お
り
、
今
後
、
そ
の
よ
う
な
地
域
に
お
け
る
教
育
水
準
の
維
持
向
上
が
課
題
と
な
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
。
【
在
学
者
数
推
移
（
小
・
中
・
高
）
昭
和
2
3
年
約
1
,6
7
7
万
人

昭
和
6
0
年
約
2
,2
6
3
万
人

平
成
2
5
年
約
1
,3
5
6
万
人
】
（
学
校
基
本
調
査
よ
り
）

課
題
・
背
景

事
業
概
要
（
イ
メ
ー
ジ
）

＜
学
校
教
育
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
実
証
研
究
＞

（
小
中
等
９
地
域
）

遠
隔
地
間
に
お
け
る
双
方
向
型
の

協
働
学
習
や
合
同
学
習
を
実
施

＜
人
口
過
少
地
域
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
社
会
教
育
実
証
研
究
＞

（
6
地
域
）

小
規
模
学
校
に
お
け
る
学
び
の
質
の
維
持
向
上

人
口
過
少
地
域
に
お
け
る
社
会
教
育
の
維
持
向
上

過
疎
地
域

学
校

小
規
模
学
校

人
口
過
少
地
域
の
学
校
教
育
の
維
持
向
上
を
図
る
た
め
、
指
導
方
法
の

開
発
や
教
育
効
果
の
在
り
方
な
ど
に
関
す
る
実
証
研
究
を
実
施

人
口
過
少
地
域
の
社
会
教
育
の
維
持
向
上
と
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活

性
化
を
図
る
た
め
、
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
社
会
教
育
の
実
証
研
究
を
実
施

遠
隔
地
間
に
お
け
る

講
座
・
学
習
機
会
の
提
供

な
ど
を
支
援

都
道
府
県
・
市

博
物
館

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
・
公
民
館

図
書
館

平
成
２
７
年
度
要
求
額
：
２
０
１
百
万
円
（新
規
）
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１１．情報モラル教育推進事業

（ 新 規 ）

27年度要求額 ６０百万円

１．要求の要旨

スマートフォンを利用する青少年が増加する中、インターネット上のトラブルや問題

行動に関する行為はスマートフォン等を利用した際に経験することが多く、最近では、

一度被害に遭うと信頼を回復することが難しい事案の急増（プライベート画像の流出

等）が社会問題となっている。

また、情報セキュリティなどに関する啓発や学習の経験がある保護者とそうでない保

護者とでは、家庭におけるルールの取決めについて大きな差が生じている。そのため、

保護者に対する周知啓発を充実することが必要となっている。

さらに、各教育委員会・学校では、児童生徒のスマートフォン等の利用について、自

主ルールを定めるなど独自の取組を行っているところもあり、そのような取組を把握す

るとともに、海外の優れた取組について調査を行うことが必要である。

このため、情報化の影の側面に対応した指導の充実を図るための取組を実施すること

により、情報モラル教育の一層の充実を図る。

２．要求の内容

（１）情報モラルに関する教員向け指導手引書等の作成

①子供たちが被害者・加害者とならないために、プライベート画像の流出や、誹謗

（ひぼう）・中傷や無許可による画像掲載などが犯罪行為であることの認識不足に

起因したトラブルに関する教員向けの指導手引書を作成。

②インターネット上で遭遇する課題（ネット依存や情報セキュリティ等）に関する保

護者向けの普及啓発教材を作成。

（２）情報モラル教育の指導に関する調査研究

各自治体や学校が独自に取り組んでいる優れた情報モラル教育に関する取組（情報

セキュリティに関する取組を含む）について事例を収集し、指導上の参考となるモデ

ルプランを作成し、情報モラル教育の充実を図る。また、諸外国の情報モラル教育に

関する取組についての調査を行う。

-28-



情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

現 状

○
ス
マ
ー
トフ
ォン
な
どＩ
Ｃ
Ｔ
機
器
を
利
用
す
る
青
少
年
が
増
加
す
る
な
か
、最
近
で
は
、プ
ライ
ベ
ー
ト画
像
の
流
出
な
ど一
度
被
害
に
遭
うと
信
頼
を
回

復
す
る
こと
が
難
しい
事
案
や
、誹
謗
（
ひ
ぼ
う）
中
傷
や
無
許
可
に
よ
る
画
像
掲
載
な
どが
犯
罪
行
為
に
あ
た
る
とい
う認
識
不
足
に
起
因
した
トラ
ブ

ル
も
増
加
。子
供
た
ち
が
被
害
者
や
加
害
者
に
な
らな
い
た
め
の
指
導
が
必
要
で
あ
り、
被
害
に
遭
った
場
合
の
対
処
方
策
の
提
示
す
る
こと
が
重
要
。

○
イン
ター
ネ
ット
に
関
す
る
啓
発
や
学
習
の
経
験
が
あ
る
保
護
者
とそ
うで
な
い
保
護
者
で
は
、家
庭
に
お
け
る
ル
ー
ル
の
取
り決
め
に
つ
い
て
大
き
な
差
が
あ

る
。ス
マ
ー
トフ
ォン
等
の
利
用
に
お
け
る
トラ
ブ
ル
や
その
対
処
方
法
等
に
つ
い
て
、学
校
な
どで
の
周
知
が
必
要
。

○
各
教
育
委
員
会
・学
校
で
は
、情
報
モ
ラル
教
育
に
つ
い
て
自
主
ル
ー
ル
を
定
め
る
な
ど独
自
の
取
組
を
行
って
い
る
とこ
ろ
も
あ
る
。そ
の
よ
うな
取
組
の
把

握
や
、海
外
の
優
れ
た
取
組
に
つ
い
て
の
調
査
が
必
要
。

情
報
モ
ラ
ル
に
関
す
る
教
員
向
け
指
導
手
引
書
等
の
作
成

情
報
モ
ラ
ル
の
指
導
に
関
す
る
調
査
研
究

各
自
治
体
や
学
校
が
独
自
に
取
り組
ん
で
い
る
優
れ
た
情
報
モラ
ル

教
育
に
関
す
る
取
組
（
情
報
セ
キ
ュリ
テ
ィに
関
す
る
取
組
を
含

む
）
に
つ
い
て
事
例
収
集
し、
指
導
上
の
参
考
とな
る
モデ
ル
プ
ラン

を
作
成
し、
情
報
モラ
ル
教
育
の
充
実
を図
る
。ま
た
、諸
外
国
の

情
報
モ
ラル
教
育
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て
の
調
査
を
行
う。

事 業 概 要

児
童
生
徒
や
保
護
者
等
の
情
報
モ
ラ
ル
の
向
上
・Ｉ
Ｃ
Ｔ
機
器
の
適
切
な
利
活
用
の
推
進

平
成
２
７
年
度
要
求
額
：
６
０
百
万
円
（
新
規
）

【
携
帯
電
話
・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
所
有
率
】

Ｈ
２
４

Ｈ
２
５

小
学
生
２
７
．
５
％

→
  ３
６
．
６
％

中
学
生
５
１
．
６
％

→
５
１
．
９
％

高
校
生
９
８
．
１
％

→
９
７
．
２
％

全
体
５
４
．
８
％

→
５
９
．
５
％

①
子
供
た
ち
が
被
害
者
・加
害
者
とな
らな
い
た
め
に
、プ
ライ
ベ
ー
ト画

像
の
流
出
や
、誹
謗
（
ひ
ぼ
う）
・中
傷
や
無
許
可
に
よる
画
像
掲
載

な
どが
犯
罪
行
為
で
あ
る
こと
の
認
識
不
足
に
起
因
した
トラ
ブル
に
つ
い

て
の
情
報
モ
ラル
に
関
す
る
教
員
向
け
の
指
導
手
引
書
を
作
成
。

②
子
供
た
ち
が
イン
ター
ネ
ット
上
で
遭
遇
す
る
課
題
（
ネ
ット
依
存
や
情

報
セ
キ
ュリ
テ
ィ等
）
に
つ
い
て
保
護
者
向
け
の
普
及
啓
発
教
材

を
作
成
。

出
典
：
平
成

25
年
度
青
少
年
の

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
環
境

実
態
調
査
（
内
閣
府
）

【
携
帯
電
話
・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
所
有
機
種
】
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